
















































    1）　本稿では、2019年 8月 7日に更新されたパーソナルユーザー用規約、および 2019
年 7月 9日に更新されたビジネスユーザー用規約が適用されることを前提に、以下の
検討を行うこととする。















































れた場合、または支払いの取り消しがあった場合、本規約の別紙 A (手数料 )一覧に記
載されている該当する手数料につき責任を負うことを意味します。」
    5）　ビジネスユーザー用規約 11.1お客様の賠償責任
	 「a. 一般事項。
	 　お客様は、すべての支払い取り消し、チャージバック、クレーム、手数料、罰金、違約金、


















































































































    9）　SEPA（単一ユーロ決済圏）口座引落については、夏村徳彦「欧州の小口決済に関す
る一考察 --SEPA(単一ユーロ決済圏 )の影響」経済学研究論集 28号（明治大学大学院、
2008）137頁以下。


























（3）携帯電話事件（BGH2017年 11月 22日判決 , BGHZ 217,33）
ⅰ．事案の概要
　事業者 Xは、2014年 8月初め、eBayで 617ユーロ（送料込み）で携帯電
話を販売していたところ、同年 8月 3日に、事業者 Yが携帯電話を購入した。
　両当事者は、無保険での商品発送に同意し、PayPalを利用して代金を支払
うこととされた。同年 8月 4日、代金が Xの PayPalアカウントに振り込ま
れたことから、Xは郵便局から小包で携帯電話を Yに発送した。しかしな













































（4）金属製帯鋸事件判決（BGH2017年 11月 22日判決 , NJW 2018,244）
ⅰ．事案の概要
　Xは、建築用物品のオンライン販売を行っている事業者である。2011年
7月 9日、事業者 Yは Xのウェブサイト上で金属製帯鋸を注文した。Yは、








































































  16）　Pfeiffer, in : Prütting,Wegen/Weinreich, BGB, 13.Aufl. 2018, §364 Rdnr.19.
  17）　Omlor, in : Staudinger, BGB, Neubearb, 2016, Vorbemerkungen zu §§ 244-248 Rdnr.B100.
  18）　Fetzer, in : MünchKomm BGB, 7.Aufl. 2016, §362 Rdnr.18; Söbbing, WM 2016, S.1068.
  19）　Omlor, a.a.O(Fn.17); Fetzer, a.a.O(Fn.18), Rdnr.18; Looschelders, BeckOGK BGB, Stand : 
1.11.2017, §362 Rdnr.177; Grüneberg, in : Palandt BGB, 77.Aufl. 2018, §362 Rdnr.12; Buck-





























  20）　Pfeiffer, a.a.O(Fn.16), §364 Rdnr.19.
  21）　携帯電話事件判決第 18節（金属製帯鋸事件判決第 17節も同旨）。































合には、不履行を理由とした主張は否定されると (Pfeiffer, LMK 2018,403030)。
  23）　Omlor, a.a.O.(Fn.17), Vorbemerkungen zu §§244-248 Rdnr. B100.1; Looschelder, in : 
BeckOGK-BGB, Stand : 1.7.2017, §364 Rdn.19; Buck-Heeb, a.a.O.(Fn.19), §364Rdn.10; 
Pffeifer, a.a.O.(Fn.16), §364 Rdn.19; Strüner, in : Jauernig, BGB, 17.Aufl. 2018, Anm. zu 
§§364,365 Rdn.9; Grüneberg, a.a.O(Fn.19), §362 Rdn.12.
  24）　携帯電話事件判決第 21節、金属製帯鋸事件判決第 20節。




























  26）　Pfeiffer, a.a.O(Fn.22).
  27）　Müller/Galneder, BKR 2018, S.106.
  28）　Guggenberger, a.a.O(Fn.19), S.1057.
  29）　Horn, WM 2018, S.1343.
  30）　Omlor, a.a.O(Fn.17), Vorbemerkungen zu §§244-248 Rdnr. B99.























  32）　Fries, VuR 2018, S.126; Horn, a.a.O(Fn.29), S.1344
  33）　Freitag, AcP 213,128; Hadding, in : MünchKomm HGB,3.Aufl.,ZahlungsV Rdnr. C109.
  34）　Horn, a.a.O.(Fn.29), S.1345.この間、支払債務の債務者である買主は、履行遅滞や同
時履行の抗弁にさらされる恐れが指摘されている（Einsele, WM 2015, S.1132）。
  35）　Ulrich, JZ 2018, S.788f; Horn, a.a.O(Fn.29), S.1345ff.SEAPA口座振替との関係で、撤回
可能な供託に関する規定の類推適用の可能性を指摘していたものとして、Jacoby, ZIP 
2010, S.1734.
  36）　Horn, a.a.O.(Fn.29), S.1343.
  37）　なお、このような解釈については、債権者の立場から見れば、本来の請求権を確定
的かつ留保なしの給付まで保持する点に利益あり、そうでなければ、場合によって
は、設定された担保を失ってしまうとの指摘もある（Fries, a.a.O(Fn.32), S.126; Zintl/




























るからである（Theorie der realen Leistungsbewirkung〔現実的給付実現説〕）」39）。
  38）　Looschelders, a.a.O(Fn.23), §362 Rdnr.177; Omlor, a.a.O(Fn.17), Vorbemerkungen zu 
§§244-248 Rdnr. B100.

































（Kerwer, jurisPK-BGB, 8.Aufl. 2017, §362 Rdnr.48）。
  40）　携帯電話事件判決第 25節、第 26節、金属製帯鋸事件判決第 24節、第 25節。
  41）　Jerger, GWR 2018, S.171.




























  43）　Froitzheim, MMR 2018, S.159.
  44）　Fries, a.a.O(Fn.32), S.126.
  45）　Jerger, a.a.O(Fn.41), S.171; Ulrici, a.a.O(Fn.35), S.787.
  46）　Fetzer, a.a.O(Fn.18), §362 Rdnr.30; Dennhardt, in : BeckGOK-BGB,Stand : 1.7.2017, §362 
Rdnr.36; Hadding,WM 2010, S.100. 





























  48）　携帯電話事件判決第 29節、金属製帯鋸事件判決第 28節。
 49）　この点、SEPA口座引落判決を受けて、同様の見解を述べるものとして、Fetzer, 
a.a.O(Fn.18), §362 Rdnr.25a.: Grüneberg, a.a.O.(Fn.19), Vor § 362 Rn. 1; Kerwer, a.a.O.(Fn.39) 





























































  52）　Zintel, a.a.O(Fn.37), S.272.
  53）　Fries, a.a.O(Fn.32), S.126.
  54）　Omlor, a.a.O(Fn.25), S.169.
  55）　Pfeiffer, a.a.O(Fn.22).





























  57）　Omlor, a.a.O(Fn.17), Vorbem B100.1 zu §§244-248.
  58）　Omlor, a.a.O(Fn.25), S.168.
  59）　たとえば、口座引落の取消の結果としての代金不払いや PayPalアカウントの不正使
用の事案。




























  61）　Habel, a.a.O(Fn.37), S.106.




























  63）　部会資料 17-2・105頁。
  64）　森田宏樹「電子マネーの法的構成―私法上の金銭の一般理論からの法的分析（3）」
NBL619号（1997年）31～ 32頁。
  65）　来栖三郎「第三者のためにする契約」民商 39巻 4・5・6号（1959年）517頁参照。































































  73）　中田裕康『債権総論　第 3版』（岩波書店、2014年）309頁。




























  75）　油布関係官発言第 18回議事録 12頁、13頁。






























  78）　筒井幹事発言第 66回議事録 49頁、50頁。
  79）　深川裕佳「預貯金口座に対する振込みによる弁済の効果」東洋法学 59巻 1号（2015
年）208頁。






























  82）　中原委員発言第 80回議事録 50頁。
  83）　山野目発言第 80回議事録 51頁。



























  85）　部会資料 83-1・38頁。
































  88）　今井前掲（注 66）318頁。

















































































































































































































































































112）　大判明治 37年 12月 1日民録 10輯 1535号、大決昭和 6年 2月 28日新聞 3243号 11
頁、我妻前掲（注 96）212頁。
113）　最判昭和 35年 7月 1日民集 14巻 9号 1641頁。これに賛同するものとして、西村







































































で、解釈が行われることになるであろうか。最判平成 10年 4月 30日判時 1646号 162
頁も参照。
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約 13.3条が、「弊社は、ユーザーの身元の保証をするものではなく、また買
い手または売り手が取引を完了することを保証するものでもありません。」
と定めている点が、当事者の黙示の合意の手がかりとなりうる。
　買い手保護制度が適用され、売主の PayPalアカウントへの入金記録が取
り消されたとしても、買主による履行の効力が否定されないとするならば、
買主は自己の債務を履行済みである点に変わりなく、売主の買主に対する代
金債権は消滅したままである。前述のとおり、買主に買い手保護制度が用意
されている一方で、売主にも売り手保護制度が用意されており、「商品未受
領」（INR）の場合において、売り手保護制度の要件を充足したときは、対
象となる支払額全額の支払いによる保護が与えられる（ビジネスユーザー用
規約 9.2条）。しかしながら、「商品未受領」（INR）に関して売り手保護制度
が適用されるためには、PayPalが定める要件を充足する必要があり（ビジ
ネスユーザー用規約 9.3条）、要件の 1つとして要求されているのが、配達
要件に関わるものである。77,000円未満の商品については発送証明 119）また
は配達証明 120）が、77,000円以上の商品については配達証明が要求されてい
る（ビジネスユーザー用規約 9.4条）。したがって、PayPalが定める発送証
明または配達証明を、売主が PayPalに提出することができない場合、たと
え他の手段によって、商品の発送・配達を立証することができたとしても、
PayPal売り手保護の対象から外れる。また、「説明と著しく異なる」（SNAD）
119）　発送証明は、有形商品の場合、ビジネスユーザー用規約 9.4条によると、配送会社
が発行するオンラインまたは物理的な書類で、次のすべての内容が含まれるものでな
くてはならないとされる。a.発送済み（またはそれに相当するもの）の状況、b. 「取引
の詳細」ページに記載されたものと一致した受取人の氏名および住所、c.売主のアカ
ウントに記載されているものと一致した発送人の氏名および住所、d.発送の状況を示
すオンラインのトラッキング情報。
120）　配達証明は、有形商品の場合、ビジネスユーザー用規約 9.4条によると、配送会社
が発行するオンライン上のまたは物理的な書類で、次のすべての内容が含まれている
ものでなくてはならないとされる。a. 配達済み（またはそれに相当するもの）の状況
および配達日、b. 「取引の詳細」ページに記載されたものと一致した発送人の氏名およ
び住所、c. 配送会社のホームページにおいて確認することができ、かつ商品の受領を
署名にて確認したことを示すオンライン書類 (署名確認 )。なお、配送会社が上記のす
べての内容を入手していることを保証している場合でも足りるとされる。
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ことを理由とした買い手保護制度が適用された場合には、売り手保護制度の
対象外である。
　「商品未受領」（INR）、または「説明と著しく異なる」（SNAD）いずれの
場合であっても、PayPalの裁量により、買い手保護制度（場合によっては、
売り手保護制度）の決定が下され、売主の PayPalアカウントへの入金記録
が取り消される。しかしながら、買い手保護制度（売り手保護制度）外では、
「商品未受領」（INR）の場合ならば、PayPalが要求する発送証明・配達証明
以外の方法で商品の発送・配達を立証することにより商品未着の責任から免
れうる可能性がある。また、「説明と著しく異なる」（SNAD）場合であって
も、562条 1項ただし書きにより売主には追完権があることから、追完によ
り代金を保持し続ける可能性もあり、場合によっては、契約不適合の程度に
より代金減額にとどまる可能性も残されている。
　買主による履行の効力がそのまま維持されるとすると、PayPal買い手保護
制度（売り手保護制度）外で、本来買主に主張することができた法的主張を、
売主から取り上げることを意味するが 121）、PayPalを利用するとの売買契約
当事者の意思解釈として、PayPalによる一方的判断によって、法律上認めら
れている当事者の権利を制限することは難しいものと思われる。支払い方法
として PayPalを選択した当事者の意思としては、商品が買主の下に送付さ
れ、送付された商品が契約内容に適合したものであったのであれば、現金払
いに代えて PayPalを使った支払で足りるとしているにすぎず、買い手保護
制度が適用され、売主の PayPalアカウントへの入金記録が取り消された場
合であっても、代金債務が消滅したままであることを許容するものではない。
　したがって、PayPal買い手保護制度が適用され、売主の PayPalアカウン
トへの入金記録が取り消された場合には、PayPal買い手保護制度外において、
121）　売主の PayPalに対する異議申し立ては、パーソナルユーザー用規約 7.5条、ビジネ
スユーザー用規約 7.5条、「PayPalは、買い手または売り手に有利な最終決定を下す完
全な裁量を保有します。PayPalが、買い手または売り手に有利な最終決定を下した場
合は、各当事者は PayPalの決定に従わなくてはなりません。」との条項の有効性に関
わるが、本条項の有効性は疑わしい。
―――――――――――――――――――
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本来、売主が買主に対して認められている法的地位を保障するためにも、買
主による履行の効力を消滅させ、代金債務を存続させる必要があり、PayPal
買い手保護制度による売主の PayPalアカウントへの入金記録の取消しを解
除条件とする合意があったものと解釈されることになろう 122）。
　代金債務が存続することにより、買主は売主からの代金請求にさらされ、
PayPalによる簡易かつ迅速な買い手保護制度により、売主との法的紛争を終
わらせることを期待する買主の意思には反する結果となるかもしれない。こ
のような買主の期待は、給付障害の場合において、第三者である PayPalが
買主の金銭的負担を最終的に肩代わりをするという、いわば給付障害事例に
おける保険としての期待ともいえる。しかしながら、買主は PayPalによる
支払いを選択した場合であっても、PayPalサービスの利用料を PayPalに支
払う必要はなく、対価の支払いなく PayPalサービスを利用している 123）。対
価の支払いのない保険に対する期待は保護に値しないといえるであろう。そ
して、代金債務が存続するとしても、PayPal買い手保護制度が買主にとって
全く無意味なものになるわけではない。なぜなら、PayPal買い手保護の申請
に成功した場合、買主は、売主に対して訴えを提起することなく、簡易な手
続きで迅速に代金の払い戻しを受けているためである。オンライン取引の特
徴として、買主の代金支払債務が先履行とされ、代金の支払いをしなければ
商品を受け取ることができなかった買主が、解除条件の成就により履行の効
力が否定され、代金債務の履行を売主から求められることになるものの、売
主が代金を再度取得するためには、売主が訴えを起こすことになる。この意
味で訴訟負担の転換が買い手保護制度によってなされているのであり、まさ
122）　他方で、黙示の合意による代金債務の復活という構成も十分に考えうる。この構成
によるならば、給付結果の実現のためになされる弁済という一事象に着目をするので
はなく、支払いシステム全体に着目をし、支払いシステム自体が代金の払い戻しを予
定していることから、払戻後の状況についても当初から黙示の合意があったものと解
釈することになろうか。この構成は、支払いシステム自体をどのように理解すべきか
に関わり、PayPalシステム全体の考察とともに、改めて別の機会に検討したい。
123）　売主は、商用支払の場合には、たとえば国内支払に関しては、3.6％に固定手数料で
ある 40円の商用支払手数料の支払が義務付けられている（パーソナルユーザー用規約
別紙 A、ビジネスユーザー用規約別紙 A参照）。
―――――――――――――――――――
成城法学 86 号（2020）
88
にこの点が、買い手保護制度が果たす役割と言え、買主に与えられた保護と
しては十分であろう。
5．おわりに
　以上の検討を踏まえると、PayPalによる支払いが選択され、買い手保護制
度が適用される一方で、売り手保護制度が適用されなかった場合の法状況は、
以下のように理解できる。
　売買契約において、代金債務の弁済のために、買主が PayPalによる代金
の支払いをなし、PayPalによって、売主の PayPalアカウントに入金記録が
なされた時点で、代金債務は消滅する。なぜなら、売主は、売主の PayPal
アカウントへの入金記録により、入金記録額を他の取引の PayPal払いに使
用するという方法で処分可能であり、また、自己の銀行口座に振替をするこ
とによっても処分しうるからである。なお、PayPal買い手保護による、入金
記録の取消しの可能性があるものの、適切な支払いが類型的に存在する限り、
確定性を厳格に捉えず、確定性の要件は充足されたものとして扱ってよい。
ただし、PayPal支払いを選択した当事者の意思表示の解釈として、PayPal買
い手保護制度による売主の PayPalアカウントへの入金記録の取消しを解除
条件とした弁済についての黙示の合意があったものと解される。そして、売
主の PayPalアカウントへの入金記録の取消しがなされた場合には解除条件
が成就し、弁済の効力が否定される結果、代金債務が引き続き存続すること
となる。
　本稿では、PayPal支払により、売主の PayPalアカウントに入金記録され
たことにより、代金債務は消滅したものと解したが、PayPal支払いを離れ、
通貨的な機能を果たすものの、どのような場面でも支払い手段として通用す
るとは言えない金銭的価値が、売主のバーチャルアカウントに入金記録され
た場合、いつ代金債務は消滅するのか。言い換えるならば、売主がどのよう
な権利を取得した場合に、代金債務は消滅するのかという、給付結果の実現
の意味が改めて問われなければならない。さらには、バーチャルアカウント
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への入金記録を可能とするためには、支払プロセスを完了するためのシステ
ムが要求されるところ、システムを利用した支払いを、従来の弁済理論との
関係でどのように位置づけていくかも、改めて問われることになろう。
（やまもと・ひろあき＝本学准教授）
